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５ お わ り に
費用便益分析は，しばし
模な公共事業の意思決定問
法である。ポイントは，プ
単位で評価することで，経
というところにある。しか
どの事業で費用便益分析の
ば開発側と環境保全側で意見
題について，それを解決しう
ロジェクトが環境に及ぼす悪
済的メリットと同じ土俵で戦
し，現実の公共事業の意思決
実施が法的に義務づけられて
の対立がみられる大規
る一つの有効な分析方
影響を費用として貨幣
わせ，勝敗を見極める
定においては，ほとん
いるものの，こうした
環境費用は全くといってい
しばしば公共事業による環
事業において，農林水産省
表１
区
年増加純
資本還元
いほど考慮されていない。一
境破壊問題の象徴として取り
が計算した費用対効果分析の
諫早湾干拓事業の投資効率
分 金額，
便益額 億
率
例を示そう。表１は，
上げられる諫早湾干拓
結果である
）
。
比率
万円
妥当投資
総事業費
投資効率
総事業費
投資効率
１）宮入［７］
営干拓事業・
額 ÷
（当初）
（当初） ÷
（ 年度）
（ 年度） ÷
より転載。出所は，農林水産省九州農
諫早湾地区全体実施設計書』 年，
億円
億円
億円
政局『国
諫早湾干拓事業の目的は
「湾奥部の低平地及び沿岸地
洪水，常時排水不良などに
ており，ここで上げられて
水の被害回避額から主に構
（ ）
，「高能率，高生産性農業を
域において防災上緊急の課
対して総合的かつ効率的な防
いる便益は，そうした農業収
成されている
）
。そして，当初
創設する」とともに
題となっている高潮，
災」を行うこととなっ
入の増加額や高潮，洪
の計画では，この年間
の便益額を還元率
択要件は満たされ
は含まれておらず
立命館経済学（特別
で除した現在価値の合計額が
ていると結論付けられている
，これは明らかに不適切な分
号）
事業費を上回るため，事業の
。しかし，この計算に環境費
析である。宮入［７］の試算
採
用
に
よれば，干潟の浄
用として費用便益
なる。このように
への影響の大きい
るが，実際には環
る。
環境費用が費用
化機能だけでも 億円以上
分析に計上していたならば，
，理論的には環境費用を費用
公共事業の意思決定問題を解
境費用は計上されず，偏った
便益分析に含まれない理由の
の価値があり，その額を環境
この結論は覆されていたこと
便益分析に含めることで，環
決することが可能になるので
意思決定がなされているので
一つは，その計測の難しさに
費
に
境
あ
あ
あ
る。そもそも環境
評価することは不
用して，市場行動
おそらく存在価値
予想される。こう
の方法論が環境経
農学，工学，心理
財は市場で取引されておらず
可能に近い。また，仮に市場
から環境財の評価額を導くこ
や遺贈価値が含まれないため
したことから近年では，環境
済学の分野で開発されてきて
学などを巻き込む形で研究が
，市場価格を用いてその価値
財との代替関係や補完関係を
とができたとしても，それに
，過小評価になっていること
の価値を貨幣的に評価するた
おり，現在，経済学のみなら
活発に行われている。環境評
を
利
は
が
め
ず，
価
研究は環境への影
あり，本来は費用
の都合上，稿を改
費用便益分析と
みられないが，栗
価値を評価するた
響が大きい公共事業の意思決
便益分析の理論と併せて論じ
めて論じることにしたい。
環境の価値の問題を包括的に
山［６］では，公共事業と環
めの方法論について，比較的
定問題に密接に関係するもの
られるべきものであるが，紙
論じた文献は和書ではほとん
境の価値の関係，および環境
やさしく説明されている。洋
で
面
ど
の
書
では，
注
） こうした
マン［ ］
（ ）
［３］
環境と経済の相互作用については
を参照されたい。
［２］などが挙げられる。
，例えばターナー・ピアス・ベイト
費用
） 機会費用は，正確に
） 費用便益分析におけ
） ある個人が，現在
便益分析と環境の価値（寺脇）
はある選択によって失われた最大
る公平性の問題については，金本
円を受け取る代わりに，将来（
の利益を意味する。
［５］を参照のこと。
１年後）の 円を諦めて
もよいと考えるとき
いては，全ての人の時
しくなる。詳しくは
を参照のこと。
） 土地改良事業の効果
般に公開されている。
） ここで述べている環
用という意味ではない
） 但し，割引率の選択
をその人の時間選好率とい
間選好率は利子率に均等化され，
，岡［９］
算定方法は，農林水産省構造改善
境費用は，環境悪化を食い止める
ことに注意されたい。
については様々な議論がある。例
う。完全な資本市場にお
同時に投資の収益率と等
［ ］
局計画部［８］として一
ために実際に費やした費
えば，ターナー・ピアス
・ベイトマン［ ］
） 多くのミクロ経済学
， として定
べるような環境水準の
（
いる。しかし一方では
ここでは価格変化も数
， として，
） 間接効用関数は，効
，赤尾［１］
のテキストでは，補償変分と等価
義し，いくつかの環境経済学の
変化（数量変化）に対する
），等価余剰（
， ［４］による補償余剰の
量変化も含むようなより広い
補償変分，等価変分を定義してい
用関数に含まれる変数にその需要
を参照されたい。
変分を価格変化に対する
テキストでは，以下で述
， を補償余剰
）として区別して呼んで
別の定義もあることから，
「状態」の変化に対する
る。
関数を代入したものであ
る。
） 補償変分と等価変分
を選択するかという問
するというものである
はなく，その結論付け
） 寺脇［ ］
様々なものが提案され
にあるように，
るという考えから，生
は所得効果が０でない限り一致し
題が残される。一つの考え方は所
。しかし，そもそも環境財に対す
は容易ではない。
に整理するように，環境の価値
ている。また，ターナー・ピアス
これらの価値は健全な生態系が
態系全体を一次的価値を有するも
ないため，どちらの測度
有権の所在によって判断
る所有権の所在は明確で
の分類方法については
・ベイトマン［ ］
存在してはじめて発生す
のとして位置付け，これ
らの利用・非利用価値
） 費用便益分析は，政
学では，費用便益分析
定義される分析法があ
物量効果を生み出すの
（ ）
を二次的価値として捉える考え方
策の現場ではしばしば費用対効果
とは異なる費用効果分析（
り，厳密には両者は異なる。費用
にかかる費用を選択 間で比較し
もある。
分析と呼ばれるが，経済
）と
効果分析は，ある一定の
，費用が最小となるもの
を選択する
） 詳しくは
立命館経済学（特別
ものである。
，宮入［７］ を参照の
号）
こと。
引用文献
［１］ 赤尾健一
［２］
［３］
［４］
［５］ 金本良嗣
係わる経済
『地球環境と環境経済学』成文堂
「費用便益分析における効率と公
学的問題研究会『費用便益分析に
， ．
平」社会資本整備の費用効果分
係わる経済学的基本問題』建設
析に
省建
設政策研究
［６］ 栗山浩一
［７］ 宮入興一
部誠編『ち
，
［８］ 農林水産
．
［９］ 岡敏弘『
［ ］
センター， ．
『公共事業と環境の価値―
「公共事業の「公共性」と諫早湾
ょっとまて公共事業―環境・福
省構造改善局計画部監修『解説
環境政策論』岩波書店， ．
ガイドブック―』築地書館，
干拓事業」蔦川正義・久野国夫
祉の視点から見直す―』大月書
土地改良の経済効果』大成出版
．
・阿
店，
社，
［ ］ 世紀環
［ ］ 寺脇拓『
［ ］ ターナー
新報社，
境委員会『巨大公共事業』岩波書
農業の環境評価分析』勁草書房，
・ピアス・ベイトマン著，大沼あ
（
店， ．
．
ゆみ訳『環境経済学入門』東洋
）。
経済
（ ）
